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1 谷本（2006）は CSR を次のように定義づける。「CSR とは企業活動のプロセスに社会的公正
性や倫理性、環境や人権への配慮を組み込み、ステイクホルダーに対してアカウンタビリティ
を果たしていくこと」。 
また、2004 年 4 月に経済産業省内に設置された「企業の社会的責任（CSR）に関する懇談






































                                                 
3 『三井住友海上グループにおける CSR 活動と行動憲章の解説』2004 年。但し、同社の 2006
年度『CSR Report 2006』以降は「CSR 戦略」という項目も上記の表現も見られず、保険・
金融サービス事業の公共性を原点とした「三井住友海上グループ行動憲章」を前面に打ち出し
た編集となっている。  
4 日本経済団体連合会（2005A）。回答社数 572 社、回答率 43.2％。実施時期は 2005 年 3 月～
4 月。CSR に関する調査は日本経団連としてはこれが初めてである。 








































































































































































































フリードマンは1970年9月のThe New York Times Magazineへの寄稿の中で、企業の社会
的責任について次のように述べている。「the social responsibility of business is to increase 
its profits.”、”In a free-enterprise, private-property system, a corporate executive is an 
employee of the owners of the business. He has direct responsibility to his employers. That 
responsibility is to conduct the business in accordance with their desires, which generally 
will be to make as much money as possible while conforming to the basic rules of the 

















































































                                                 






































                                                 




































                                                 































                                                 



















































































                                                 





















































31 2012 年 5 月 31 日時点で、地震保険の支払い総額は 1,234,593,294 千円となっている（社団





































1996 年 11 月に発表されたいわゆる日本版｢金融ビッグバン｣と、それに伴う 12月の日米













































このように損保の自由化は、1996 年 12 月の日米保険協議の決着から始まった。したが
って、2012 年 12 月でまる 16 年になる。この 16 年間を大きく 4 つに区切って考えてみよ
う。 
第一の時期は、日米保険協議決着の 1996 年 12 月以降の 4 年間である。年度で言えば、
1997 年度から 2000 年度であり、リスク細分型自動車保険の認可や料率算定会制度の改革
など、金融ビッグバンによる諸制度が導入された時期と言える。 
第二の時期は、業界再編の 4 年間である。規制緩和、金融ビッグバンの流れの中で、損
保産業が企業合併、再編の波にさらされたのは、2001 年からである。2001 年 4 月、日本
火災と興亜火災の合併で日本興亜損保の誕生を皮切りに、あいおい損保、三井住友海上、
損保ジャパン、そして 2004 年 10 月の東京海上日動火災と、合併が相次いだ。かつて日本
社 19社体制であった損保会社はこの時 11 社となった。 

















保、ニッセイ同和損保三社の金融持ち株会社による経営統合が発表されたのは 2009 年 1月
































以下の 4億 1,600 万円であった。その結果、損害率（支払保険金／保険料）は 325％と大赤





                                                 
33 損保ジャパン総合研究所（2013）によれば、アメリカの損保会社数は日本よりはるかに多い。





































らえ、その起点が 1994 年と 96 年に結ばれた日米保険合意だとする。 










































































アリコジャパンや AIG エジソン生命、AIG スター生命の売却にまで発展した。AIG 危機の
原因は明快であった。本業で失敗したわけではない。クレジット・デフォルト・スワップ
（CDS）という AIG グループ事業の 1 割にも満たない金融保証部門が招いた危機である。
経済が順調に推移しているうちは大儲けできるが、2008 年のような金融危機ではドミノ倒

















































































































































由化がスタートしたのが 1996年 12月である。その後代理店の数は、1997 年 3月末の













報酬となる「手数料」は 940万円であった。一方、2009年度の「収入保険料」は 4,370 万
                                                 
42 日本損害保険協会 2013 年 7 月 26 日発表。 
30 
 
であり、2004 年度に比べ約 10％ダウンしている。ところがその「手数料」は 700 万円と
約 25％も削減されているのである。その原因は、A 代理店の「手数料ポイント」が 2004
年度の 98ポイントから 2009 年度の 80ポイントへと大幅に引き下げられたことにある。 
 






                                                 
43 ある損保会社のデータを筆者がまとめたもの。 
A 代理店 2009 2008 2007 2006 2005 2004 
収入保険料（千円） 43,700 47,600 46,700 48,200 48,000 48,500 
手数料  （千円） 7,000 7,300 7,700 8,200 9,400 9,400 
ポイント  （％） 80 79 83 85 96 98 
       
B 代理店 2009 2008 2007 2006 2005 2004 
収入保険料（千円） 36,300 37,000 36,500 36,700 41,400 40,000 
手数料  （千円） 5,600 5,600 6,000 6,500 7,900 8,300 
ポイント  （％） 81 81 86 88 99 101 
       
C 代理店 2009 2008 2007 2006 2005 2004 
収入保険料（千円） 21,000 20,300 20,500 20,700 21,700 21,500 
手数料  （千円） 2,800 2,700 2,900 2,900 3,700 4,000 
ポイント  （％） 62 62 63 65 80 85 
       
D 代理店 2009 2008 2007 2006 2005 2004 
収入保険料（千円） 15,900 15,300 15,500 16,100 16,200 15,700 
手数料  （千円） 1,400 1,400 1,400 1,500 1,700 1,900 
ポイント  （％） 58 61 64 64 75 80 
       
E 代理店 2009 2008 2007 2006 2005 2004 
収入保険料（千円） 12,300 13,700 14,900 14,300 12,500 12,500 
手数料  （千円） 1,400 1,900 2,400 2,400 2,200 1,700 











































































                                                 
44 「損害保険代理店制度の見直しについて」2000 年 5 月 24 日、金融監督庁。 






































                                                 







































































                                                 




題が発生した 1990 年代中盤以降であるとする。 
48 「労働における CSR のあり方に関する研究会 中間報告書」、座長・谷本寛治一橋大学教授













る CSR を位置づけたのである。日本におけるこれまでの CSR では重視されてこなかった
労働問題にスポットが当てられたことについては大いに評価できると言えよう。しかし、


















                                                 
49 島田（2000）は、人格権とは「人格の精神的側面および身体的側面にかかわる諸利益を総合
的にとらえる権利概念である」とし、労働者の人格的利益には次の 2 つの側面があると言う。
「第 1 は、労働契約の締結主体としての労働者の人格的利益である。そして第 2 は、労働契
約にもとづいて労務を給付する主体としての労働者の人格的利益である」。 































                                                 
51 投資で、複数の株式や債権を組み合わせたものを「ポートフォリオ」というが、そこからさ
まざまな形態の雇用の組み合わせを「雇用ポートフォリオ」と表現した。 




れた。そして 2004 年には製造工程にも派遣を行えるようにするとともに、「専門」26 業種に
ついては、派遣可能期間の規制が撤廃された。 





































                                                 
54 従業員数は、1995 年度 103,288 人から 2004 年度 79,826 人と 23,426 人・23.5％の減であ
った（大阪損保革新懇 2006）。 
55 たとえば日新火災では、2000 年度から 2004 年度の 4 年間に、総合職社員が 1,672 名から
1,079 名へと 593 名、35%減少した。総要員数は 3,012 名で大きく変わっていないことから、
一般職や嘱託等に転換させたことになる。その結果として、人件費は、2000 年度 307 億 6,300




































スの職場で、対物保険と車両保険を合わせて一人 60件の担当件数を 2011年 4月 67.5 件に







両社とも、勤続 15 年以上かつ 40～59 歳のグローバル社員（総合職）で「会社が認めたも






に 2014 年度は、40 歳～59 歳のグローバル社員を対象とした希望退職のみならず、希望退
職制度の対象とならない 40 歳未満の社員に対しても、「転進チャレンジ」という退職勧奨
制度を実施し「必要に応じて」個別面談を行うとしている。明らかに「指名解雇」の隠れ
蓑としての制度と言える。両社は 3 年間で 4,800 人の人員削減を予定している。すべて事
業費削減のためである。 
こうした大手社における人件費を柱とした事業費削減競争は、むろん三メガ損保グルー
プ以外の損保会社にも大きな影響を与えることになる。2013 年度、AIG グループの AIU


























































                                                                                                                                               
経験者である（事故経験後に他社へ切替え、現在は他社にて保険を契約している顧客も、調査





























                                                 
58 2010 年『労働経済白書』は、約 2 万社の企業の意識を探った 2010 年の雇用システム調査結










は週 52.5 時間で、これは年間の労働時間に換算すると 2,730 時間になるという。一方、厚生
労働省・毎月勤労統計調査による 30 人以上の企業の年間労働時間は、2009 年 1,768 時間、






































私的来客面談、着替え、化粧等（同社「勤怠システム Q アンド A」より）。 










働局が、ホームページで 2006 年（平成 18 年）度の「企画業務型裁量労働制64」の導入状
況を報告しているが、1年間で 493の事業所から届けがあり増加傾向が続いているという。



















                                                 




65 東京労働局（局長・大槻勝啓）が、2006 年の 1 年間に東京労働局管下の 18 労働基準監督署
へ届出のあった内容を取りまとめたものである。2003 年の届出件数 138 件に対して、2006
年 493 件と大幅に増加しているが、この背景には 2004 年の労働基準法の改定により、対象事











50 時間であること、そのうち 4～5人に一人は週 60時間以上働いていることを問題視して































































2005 年 5月 28 日の記事で次のように指摘している。 
 
「なぜ JR 西日本は安全を犠牲にしてまで利益優先に走らなければならなかったのだ
ろうか。手元に驚くべき数字がある。民営化の寵児ともいうべき JR 本州 3 社が、87
年の発足時から昨年までに合理化した人員数だ。JR 東日本は 8万 2,500 人を 7万 280
                                                 










人へと 15%減少させている。JR 東海は 2 万 1,410 人だったのが 2 万 280 人へと、減
少率はわずか 5%にすぎない。これに対して、JR 西日本の人員合理化数は驚きに値す















のか、ということである」。1995 年のこの指摘が、JR 西日本の鉄道事故という形で 10 年
後の 2005 年に現実のものとなったのである。 






















































































げられている。また、この「私的時間」は、総合職に 1 日 60 分、一般職に 20 分、あらか
じめ各自のパソコンに初期設定されている。この初期設定時間は、労働者が毎日実態に応
じて自己申告で修正入力し、管理職が日々管理することになっている。 
ある労働者が、9時から 21時まで昼休みを除き 11時間働き、「私的時間」を 1時間入力
したとしよう。その場合労働時間は図表 5－1 のとおりである。実際の労働時間は 11 時間
                                                 
71 東京海上ホールディングス（2013）『東京海上グループの CSR 2013』。 
72 MS＆AD インシュアランスグループホールディングス（2013）『MS＆AD インシュアラン
スグループ CSR Report 2013』。 
73 NKSJ ホールディングス（2013）『NKSJ ホールディングス CSR コミュニケーションレポ
ート 2013』。 
74 第 5 章第 1 節は、「損保産業における『私的時間』の実証分析と労働時間概念」（『経済科学
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「私的時間」の主な対象となる「一般職 A（上位職位）」922 人、「一般職 B（下位職位）」




図表 5－2 対象となる従業員の属性 
  内務事務 営業事務 損害調査 合計 
全体       人数（％） 636(24.5) 1,284(49.3) 683(26.2) 2,603（100.0） 
上位職位 A  人数(％) 344(37.3) 401(43.5) 177(19.2) 922（100.0） 
下位職位 B  人数(％) 292(17.4) 883(52.5) 506(30.1) 1,681（100.0） 
                                                 
75 このデータは、同裁判において「私的時間」制度運用の違法性の有無を明らかにするための
証拠資料として同社から開示された。調査期間は制度発足の 2005 年 9 月から、原告が休業を
余儀なくされた 2006 年 1 月までの 5 ヶ月間である。 
51 
 
以下では、新たな労働時間管理システムがスタートした 2005 年 9月から 2006年 1月の
間に、同社の一般職 2,603 人が実際に入力した「私的時間」を用いる。主な指標は、「私的
時間」の１ヶ月ごとの合計を稼働日数で除した、1日平均の「私的時間」である。 
図表 5－3では、2,603 人全員の月ごとの「1 日平均私的時間」を 0分、0分～20分未満、
20 分の初期設定、20 分超の 4 段階に分類した。特徴的なのは、平均 20.0 分、すなわち 1
ヶ月のうち 1 日さえも初期設定を変更しなかった可能性が高い労働者が多数存在している












































合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 
（人数） （2,561） （2,571） （2,579） （2,587） （2,592） （12,890） 
5 ヶ月間の実人数は 2,603 人であるが、当該月に休職などで勤務実績がない労働者は除外して 














                                                 
76 例えば 1 か月の稼働日数を 20 日間として、うち 19 日間を 20 分の初期設定のままとし、た






第一は、職位による差である。2,603 人の労働者を職位 A と職位 B に分類し、その特徴




図表 5－4 職位別「私的時間」分類表（％） 













































合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 



































合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 




























図表 5－5 職種別「私的時間」分類表（％） 













































合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 

































合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  



































合計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0  















図表 5－6 記述統計量（平均値） 
  全体 職位 A 職位 B 損害調査 営業事務 内務事務 
1 日平均私的時間（分） 16.6 17.3 16.2 18.5 15.7 16.4 
職位 A ダミー 0.354 ― ― 0.259 0.312 0.541 
損害調査ダミー 0.262 0.192 0.301 ― ― ― 
4/1 入社ダミー 0.701 0.790 0.653 0.687 0.679 0.763 















5 年以上 10 年未満 0.090  0.014  0.131  0.073  0.100  0.086 
10 年以上 15 年未満 0.149  0.184  0.129  0.146  0.151  0.146 
15 年以上 20 年未満 0.091  0.201  0.031  0.066  0.091  0.118 
20 年以上 25 年未満 0.086  0.217  0.014  0.060  0.077  0.134 
25 年以上 30 年未満 0.066  0.178  0.005  0.048  0.058  0.101 
30 年以上 0.078  0.206  0.007  0.063  0.046  0.157 
人数（人） 2,603 922 1,681 683 1,284 636 
（注）一日平均私的時間の最大値は 80.0、最小値は 0、標準偏差は 8.9 である。また勤続年数の

























お 4月 1日入社ダミーは、いずれの推定においても非有意であった。 
 
図表 5－7 推定結果（被説明変数は入力された「私的時間」） 











































-0.0547    
(-1.50) 
-0.1567*** 
















R2 0.0245 0.0104 0.0288 0.0135 0.0087 0.0169 
Prob＞F 0.000 0.0220 0.000 0.0265 0.0108 0.0130 
サンプル数 2,603 922 1,681 683 1,284 636 











期設定（20 分）を変更しない労働者の増加である。制度が導入された 2005 年 9 月に、1
ヶ月のうち 1日も初期設定を変更しなかった労働者は 505 人であったが、2006 年 1月には
2 倍近くの 990人へと大幅に増えている。 
制度導入時に 1,352 人と圧倒的に多かったのは 20 分未満者（0 分を除く）である。この
労働者がその後どのような入力行動をとったのかを示したのが図表 5－9 である。1,352 人
のうち、平均 20.0分、すなわち初期設定を全く変更しなくなった労働者は、2005年 10 月
では 320 人、11月 362人、12月 364人、2006 年 1月 404 人と増加している。当初「自主
的」に入力していたであろうと予想される労働者 1,352 人のうち、3割（29.9%）にあたる
404 人が、導入 4ヶ月後の 2006 年 1月には「私的時間」の入力をまったく行わなくなった
のである。 
その一方で、1ヶ月間すべて 0分に修正するようになった労働者も、2005年 10月 89人、













187 205 206 
222 
1352 








































わずか 10 名のデータではあるものの、新たな労働時間管理システムが発足した 2005 年



























次に、職位による差を検証してみよう。全国 2,603 人のデータでは、上位職位 A の労働
者のほうが下位職位 B よりも多く「私的時間」を入力しているという結果が得られた。こ
のサービスセンターではどうであろうか。10 名の平均「私的時間」が 20.5 分（下位職位 7




図表 5－10 日本興亜損保・サービスセンター勤務表―「私的時間」分類 

























X（A） 91 0；20 0.2 832；29 9；09 1 0 90 
2（A） 92 61；20 40.0 782；12 8；30 34 58 0 
3（A） 90 52；40 35.1 757；09 8；25 50 39 1 
4（B） 91 43；30 28.7 739；47 8；08 50 40 1 
5（B） 69 27；25 23.8 552；55 8；01 62 7 0 
6（B） 95 34；42 21.9 759；11 7；59 89 6 0 
7（B） 92 30；55 20.2 738；10 8；01 83 4 5 
8（B） 94 26；50 17.1 730；16 7；46 71 3 20 
9（B） 97 27；00 16.7 739；39 7；38 62 7 28 
10（B） 94 4；00 2.6 647；58 6；54 12 0 82 
合計 905 308；42 20.5 7279；46 8；03 514 164 227 
Xを除く 814 308；22 22.7 6447；17 7；55 513 164 137 
同社より提出されたデータを集計したもの。対象期間は、全国データと同じく 2005 年 9 月から
2006 年 1 月の 5 か月間。X 氏の「私的時間」が 20 分であるのは、初期設定の 20 分を修正し忘








































































X（A） 91 832；29 9；09 832；49 9；09 21 21 
2（A） 92 782；12 8；30 843；32 9；10 2 20 
3（A） 90 757；09 8；25 809；49 9；00 3 13 
4（B） 91 739；47 8；08 783；17 8；36 3 5 
5（B） 69 552；55 8；01 580；20 8；25 0 3 
6（B） 95 759；11 7；59 793；53 8；21 1 3 
7（B） 92 738；10 8；01 769；05 8；22 0 1 
8（B） 94 730；16 7；46 757；06 8；03 0 0 
9（B） 97 739；39 7；38 766；39 7；54 3 3 
10（B） 94 647；58 6；54 651；58 6；56 0 0 
合計 905 7279；46 8；03 7588；28 8；23 33 69 

















さらに、ある上位職位 A 社員の、最も忙しいと思料される 12 月末 2 週間（稼働日数 8
日間）のデータを検証したのが図表 5－12 である。この労働者はこの 8 日間、表面上は一
度も「36 協定」違反は犯していなかったが、「私的時間」を労働時間に加えた実労働時間で




















始 業 時 間
（ON を本人
が修正） 











2 12/19 月   8:40 20:25 8:40 20:25 0；45 10；00 10；45 
2 12/20 火   8:43 19:46 8:40 19:45 0；20 9；45 10；05 
2 12/21 水   10:57 18:55 9:00 19:00 0；20 8；40 9；00 
2 12/22 木   8:43 19:59 8:40 20:00 1；20 9；00 10；20 
2 12/23 金 休日               
2 12/24 土 休日               
2 12/25 日 休日               
2 12/26 月   8:30 20:11 8:40 20:00 0；20 10；00 10；20 
2 12/27 火   15:06 20:35 8:40 20:00 1；20 9；00 10；20 
2 12/28 水   15:43 20:10 8:40 20:00 1；20 9；00 10；20 
2 12/29 木   8:56 18:56 8:40 19:00 0；50 8；30 9；20 
2 12/30 金 休日               






































また、裁量労働制適用者 1,624 人と管理監督者 2,284人との合計は 3,908 人となり、グ













周知等に当たって留意すべき事項について」2008 年 10 月 3 日。 
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図表 5－13 日本興亜損保の従業員分布と「裁量労働制」適用者 
（2008年 1月の同社内部資料より筆者が作成）  
役割等級 裁量労働制適用の有無 人数 
 
GM 管理監督者 173人 
KD-Ⅰ 管理監督者 25人 
KD-Ⅱ 管理監督者 12人 左記のうち裁量労働制の対象となる 
 KM 管理監督者 77人 グローバル（総合職）社員数は 4,299 人 
KV1  20人   
KV2 裁量労働制適用者 3人 裁量労働制対象外の 
KV3 裁量労働制適用者 36人 エリア（一般職）等社員数は 4,470 人 
M-Ⅰ 管理監督者  526人    
M-Ⅱ 管理監督者  45人 対象となるグローバル社員 4,299 人のうち 
P 管理監督者  268人  管理監督者は 2,284 人 
裁量労働制適用者は 1,624 人 S 管理監督者  1,088人  
SE1  25人  
SE2 裁量労働制適用者 33人  
SE3 裁量労働制適用者 71人  
SP-Ⅰ 管理監督者  33人  
SP-Ⅱ 管理監督者  37人  
V1  561人  
V2 裁量労働制適用者 352人  
V3 裁量労働制適用者 1,129人  
Y1  2,217人  
Y2  909人  
なし  1,083人  
その他  46人  




日本興亜損保の 8時間 58 分とほぼ同じである。処遇も同様に「みなし労働時間」相当分の















と、1 日 1 回でも外出した日は「事業場外労働制」が適用され、1 日の「みなし労働時間」
は 8時間となる。例えば 8時に出社、すぐ外出し、夕方 4時に帰社、4時間のデスクワーク
の後 8時に退社したとする。この場合本来の労働時間は昼休みの 1時間を除き 11時間とな
る。しかしこの制度では、デスクワークの 4 時間しかカウントされないから自動的に労働





















































本制度が導入された 2005 年 8月 16日時点での適用者数は、「企画業務型裁量労働制」723
名、「事業場外労働制」2,806 名、合計 3,529 人であった。これは職員 12,161 人のうち業務
職員 5,878 人と管理監督者 2,233 人を除いた 4,050 人（両制度の対象である総合職、専門
職）の 87％に相当することとなる。 
 
図表 5－15 損保ジャパンの従業員分布と「みなし労働時間制」適用者 
（同社 CSR コミュニケーションレポートより筆者が作成） 
 
（09年 3月 31日現在） 
（09年 3月 31日現在） 
（05年 3月 31日現在） 
従業員構成 男 女 合計  男 女 合計   
役員 17 1 18  13 0 13   
執行役員 27 0 27  28 0 28   







総合職員 5,385 216 5,601  5,623 108 5,731   
（内訳） 課長（リーダー）以上 （2,332） （16） （2,348）  （2,232） （1） （2,233）   
課長代理 （1,626） （39） （1,665）  （1,930） （33） （1,963）   
主任 （690） （44） （734）  （1,061） （40） （1,101）   
その他 （737） （117） （854）  （400） （34） （434）   
業務職員 2 7,612 7,614  3 5,875 5,878   
専門職員 786 2 788  547 0 547   
直販社員 0 0 0  5 0 5   
専任社員 124 10 134  161 13 174   
嘱託社員 2,083 199 2,282  1,759 166 1,925   
研修生等 533 63 596  151 83 234   
計 8,957 8,103 17,060  7,925 6,808 14,733   
（網掛けがみなし労働時間制の対象者）  
2005 年 8 月 16 日時点での企画業務型裁量労働制の適用者は 723 名  
                   事業場外労働制の適用者は 2,806 名 






























当たりの「みなし労働時間」を、主任・担当者は 9時から 18 時 33分の 8時間 33分、課長


































































































































                                                 



























































































































① 原子力損害の賠償に関する法律（原賠法）  
73 
 


















賠償紛争審査会」（会長・能見善久学習院大教授）は 2011 年 8月 5日中間指針を決定、風
評被害の対象を拡大することや、事故で被害を受けた企業、農林水産業者と取引関係にあ
る業者が被害を被ったケースも「間接被害」として新たに賠償対象に含めることとした。 




                                                 
86 内閣府エネルギー環境会議・コスト等検証委員会（2011 年 12 月 19 日）。 
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た場合を想定したものである。その 3倍となれば 16兆 5千億円となる。ところで、今回の
地震・津波による地震保険の支払額は 1兆 2 千 300億円である。たしかに巨額ではあるが、






















                                                 
89 卯辰（2012）は、「緊急時の電源喪失による冷却機能の喪失につながる設備の瑕疵（原子炉
より海側のタービン建屋地下に非常用ディーゼル発電機を設置していたこと等）を生じさせ、































2  （略） 












て 1 基 9,580 万ドルまでの責任を負う。現行の許可炉は 104 基であり、最大の賠償措置額は


































                                                 
92 「原子炉メーカーの製造物責任」（2011 年 2 月 7 日、新日本法規出版ホームページ）。この
























図表 6－2 原子力損害賠償責任保険・保険料 
施設 件数 賠償措置額 97 年度保険料 
運転（１万 kw超） 再処理 23 300 億円 2,363,841 千円 
使用（プルトニウム） 廃棄物管理（使用済燃料） 3 60 億円 10,052 千円 
運転（100kw以下）加工 使用 廃棄物管理 19 10 億円 30,359 千円 
合計 45  2,404,252 千円 


















































半径 10km の範囲は 2日程度で全員避難、セシウムの放射能が 148万ベクレル/m2を
超える地域は 2週間程度で全員避難とし、経済活動は恒久的に禁止される。同 18.5万


























である。その額は、当時の国家予算（1 兆 7,000 億円）の 2 倍以上にものぼる 3
兆 7,300 億円であった93。現在に換算すれば 200 兆円近くとなる。政府のこの調査
からしても朴の算定額が「荒唐無稽」とは到底言えないであろう。  
また最近では、2011 年 5 月、ドイツのライプチヒ保険フォーラムの研究報告が
ある。大島（2011）は、ドイツの原子力発電所で、レベル 7（福島原発事故と同
等レベル）に相当するメルトダウン事故が起こった場合の同フォーラムの試算を
紹介している。それによると予想される最大損害額は 5.9 兆ユーロ（約 600 兆円）
                                                 
















学者の研究では、33,000 年に一度 、270,000 年に一度、 一千万年に一度といった大きな











































































































が 1 年間に支払わなければならない保険料は、610 万ユーロ（約 6 億円）ですむが、100
年に 1 回の計算であれば、年間 195 億ユーロ（約 2 兆円）の保険料負担が必要となる。さ
らに大島は、日本が 1966 年に最初の商業用原子炉が稼働して 45 年目にレベル 7 の破局的
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